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民間主導による青少年のインターネット利用環境整備の現状と課題
齋藤　長行

Creating a Safer Internet Environment for Youth Led by Private Initiatives:
The Present Situation and Issues of Japanese Policy

Nagayuki Saito

要約
近年、青少年の携帯電話経由のインターネット利用によるトラブルや事件が社会問題化している。この様な事態に対応す
べく、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」が2009年4月に施行され、通信
事業者の取組を政府機関が支援するかたちで、制度面・技術面・教育面での対策が行われている。特に青少年保護のために
フィルタリングの利用普及をはかることが重要となる。本研究は、民間による自主的取組のもとで行われる利用者を育てる
取組を支援するための政策について考察し、自主的取組を成功させるために解決せねばならない課題について論じる。
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1．研究の背景
　今日インターネットのネットワークを介して、

我々は多大なる利益を得ている。この利益は大人だ

けにとどまらず、青少年にとっても有益なものと

なっており、彼らの創造力や知識を養ううえでも重

要な情報の源となっている。しかしながら、今日青

少年におけるインターネットの利用から生ずる様々

なトラブルが社会問題化している。そのトラブルの

主たる原因は、青少年がインターネットの公共性を

理解していないことによるコミュニケーション上の

トラブルや、個人情報の流出及びそれによる犯罪者

との接触である。インターネット上のコミュニケー

ション上のトラブルとしては、口論が誹謗中傷行為

まで拡大してしまうことがあげられる。そもそも、

インターネットでのコミュニケーションはテキスト

を主体としており、対面でのコミュニケーションと

は違い、非言語情報を伝えることができない。また、

インフォーマルなコミュニケーションが公知され、

一度公知された情報を完全に回収することはできな

いという問題が生ずる。また、個人情報の流出によ

る犯罪者との接触に関しては、ソーシャルネット

ワーク・サービス（Social Network Service：以下

SNS）ⅰ、ブログⅱやプロフⅲに掲載された個人情

報をもとに犯罪が青少年に接触し、犯罪にあうとい

う被害が生じていることがあげられる。

　警察庁（2010，pp.1～ 7）の調査では、2009年

中における、いわゆる「出会い系サイト」ⅳに関連

した事件の検挙は1,203件であった。そのうち出会

い系サイトを利用して犯罪に遭遇した青少年は453

人であり、SNSなどの一般サイトを利用していて

被害にあった青少年は1,136人と、出会い系サイト

経由の犯罪を上回っている。この様に今日では

SNSなどのサイトを介した犯罪被害が問題となっ

ている。この結果からも、コミュニティーサービス

を提供する通信事業者にとって青少年保護対策が重

要な課題になっている。さらに、出会い系サイトの

利用によって犯罪被害にあった青少年450人のうち

出会い系サイトへのアクセスに携帯電話を利用した

青少年は714人（99.3%）であり、被害者のほとん

どが携帯電話を介して犯罪被害に遭遇している事実

を考えると、通信事業者が果たさなければならない

社会的責務は非常に大きいと言えよう。

研究ノート
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2．民間主導による青少年のインターネット
利用環境整備
（１） 青少年インターネット環境整備法の施行
　この様な事態を鑑み、青少年のインターネットの

利用環境を整備するために、府省庁による政策及び

民間による様々な取り組みが行われている。まず立

法面でみてみると、青少年がインターネットを安全

に利用するための環境を整備することを目的として

「青少年が安全に安心してインターネットを利用で

きる環境の整備等に関する法律（以下：青少年イン

ターネット環境整備法）」が2009年4月に施行され

た。本法の目的は、「フィルタリングソフトウェ

アⅴの性能の向上及び利用の普及」及び「青少年が

インターネットを利用して青少年有害情報を閲覧す

る機会をできるだけ少なくするための措置等を講ず

る」ことにある（第1条）。そのことは、本法の第3

条2項に本法の理念として「青少年のインターネッ

トの利用に関係する事業を行う者による青少年が青

少年有害情報の閲覧をすることを防止するための措

置」を講じなければならないことが課せられている。

さらに第3条3項では「青少年が安全に安心してイ

ンターネットを利用できる環境の整備に関する施策

の推進」は、「民間における自主的かつ主体的な取

組が大きな役割を担い、国及び地方公共団体はこれ

を尊重する」としており、青少年のインターネット

利用環境整備の主体は民間であることが明記されて

いることから、我が国における青少年のインター

ネットの利用環境の整備は民間が主役であることが

理解できる。以下では、青少年インターネット環境

整備法の施行を受けての府省庁によるフィルタリン

グ利用普及および利用者育成政策についてみていく

ことにする。

（２）	 総務省による青少年のインターネット利用
環境整備
　青少年インターネット環境整備法の施行に時期を

あわせて総務省は、2009年1月14日に公表された

「インターネット上の違法・有害情報への対応に関

する検討会」の最終取りまとめを受けて、同年1月

16日に「安心で安全なインターネット環境整備の

ためのプログラム（以下：「安心ネットづくりプロ

グラム」）」を公表した。この取組の基本理念は、青

少年インターネット環境整備法第3条の基本理念と

の共有化が図られており「安心を実現する基本的枠

組の整備」、「民間における自主的取組の促進」、「利

用者を育てる取組の推進」を政策の柱としている。

　注目すべき点は、安心なインターネット利用のた

めの基本法制の整備として、携帯電話やパソコンで

インターネットを利用する際のフィルタリングの導

入促進として、インターネットコンテンツの認定を

行っている第三者機関を支援することを明らかにし

ていることである。現在、日本におけるインターネッ

トコンテンツの第三者機関は、一般社団法人イン

ターネットコンテンツ監査監視機構および一般社団

法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構の2機

関である。特にモバイルコンテンツ審査・運用監視

機構はSNSにおけるサイト運営管理体制の適切性

についての認定を行っており、本機構の認定を受け

ることにより、その運営管理体制が一定水準以上で

あるということが認定されるものである。本機構の

認定活動は、青少年インターネット環境整備法第

20条2項が掲げる「閲覧の制限を行う必要がない情

報について閲覧の制限が行われることをできるだけ

少なくすること」に寄与するものであると言える（吉

岡2009，p.28）。

（３）	 内閣府による青少年のインターネット利用
環境整備
　内閣府は2009年7月に「青少年が安全に安心し

てインターネットを利用できるようにするための施

策に関する基本的な計画」を公表している。この計

画も環境整備法第3条の基本理念をもとにして策定
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されており、ネット社会の諸問題に対応すべく「青

少年が自立して主体的にインターネットを利用でき

るようにするための教育・啓発の推進」、「保護者が

青少年のインターネット利用を適切に管理できるよ

うにするための啓発活動の実施」、「事業者等による

青少年が青少年有害情報に触れないようにするため

の取組の推進」、「国民によるインターネット上の問

題解決に向けた自主的な取組の推進」を本活動の基

本計画に盛込んでいる。

　本計画においてもフィルタリングの利用の普及に

関する取組について記されており、事業者に対して

はフィルタリング提供義務等の実施を徹底させるこ

と、保護者へのフィルタリングに対する説明等の推

進すること、フィルタリングサービス多様化及びそ

れに向けての改善の推進、フィルタリングの閲覧制

限対象の適正化などが記されている。

　保護者へのフィルタリングに対する説明について

は、フィルタリング利用に対する理解が十分に行と

どいているとは言えない状況でありⅵ、社会におい

てフィルタリングの利用が定着するためには、青少

年の理解もさることながら、保護者の理解が必要不

可欠であると言える。またフィルタリングの多様化

としては、携帯電話を利用する青少年の利益及び保

護者の意思を十分に考慮した上で、青少年の発達段

階、個々人の携帯電話のウェブ機能の利用ニーズ及

び、保護者の教育方針に適応したフィルタリング

サービスが提供されることが重要である。さらに、

ウェブサイトの閲覧制限対象の適正化については、

青少年にとって有害とは言えないサイトであって

も、フィルタリングの対象となってしまう場合があ

り、閲覧制限対象を適正化することで消費者及び事

業者の利益を確保するねらいがある。

（４）	 民間団体による青少年のインターネット利
用環境整備
　民間団体の主軸として官と民の活動をつなげあわ

せ、青少年のインターネット利用環境整備の活動を

行う機関が「安心ネットづくり促進協議会」である。

この協議会は、国内最大規模の民間による協議会で

あり、情報リテラシーの普及啓発拠点として、今後

の官と民の接続を図り、実質的な取組が行われるこ

とが期待される。協議会への参加団体は、インター

ネットに関連する民間企業、大学及び研究機関、地

方自治体、教育機関等202団体でありⅶ、「民間の

自主的取組の推進」を活動の基本的な方向性として

いる。特に調査検証委員会ではコミュニティサイト

作業部会を設置し、SNS事業者のサイト運営管理

に関する知見の共有と、フィルタリングの普及に向

けた提言・行動規範を発表している（安心ネットづ

くり促進協議会 , 2009）。このように本協議会にお

いては、青少年のインターネット利用環境整備に向

けた民間での包括的な自主的取組が行われており、

民間が自主的取組を推進していく議論の場として機

能していくことが期待されている。

3．先行研究と諸外国の利用者育成政策
　我が国における青少年のインターネット利用の環

境整備を議論すえる上で、先行的な取り組みとして

英国及びEUにおける利用環境整備政策についてみ

ていくことにする。

　Byron（2008）は、英国でも社会問題化している

青少年のインターネット利用の実態を調査し、この

問題に対する政府と民間の役割を明確化した上で政

策提言を行っている。この調査報告書は、2007年9

月にブラウン首相の要請により行われたものであ

り、子どものインターネットとゲーム利用に関する

質的調査・分析及び一般から寄せられた意見公募の

結果をまとめたものである。Byronはこの調査報告

書においてインターネットを公共のプールに例え

て、青少年に情報リテラシーを身に付けさせること

を「ゲートや標識を立てて、ライフガードが監視し、
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子どもたちに泳ぎ方の基本を教えることと同じこと

である」（Byron，2008，pp.107-108）と主張し、

政府に対し”UK Council on Child Internet Safety”

という青少年のインターネット利用の安全対策に取

組む協議会の設立が提案しており、それを受けて

2009年9月に“UK Council on Child Internet Safety”

が設立されている。また、業界団体に対しては”

Code of Practice”という自主規制的な行動規範を定

め、ペアレンタルコントロールⅷを可能とするフィ

ルタリングサービスの改善が必要であることを指摘

している（Byron，2008，pp.76-78）。

　Byronの指摘を受けて、英国情報通信局（Office 

of Communications） は、2008年3月 に”Ofcom’s 

Response to the Byron Review”を公表し、青少年

と保護者の両者によるメディアリテラシーの向上及

び、関連業界団体による自主規制の推進が重要であ

ることを指摘しており、業界団体の自主規制の方向

性を、コンテンツの配信に関する規制と、ユーザー

のアクセスに関する規制の2つをあげている。コン

テンツの配信に関する規制としては、ラベリング、

年齢認証、コミュニティサイトの基準策定、オンラ

イン広告業者の行動規範の策定をすることの必要性

を主張している。また、ユーザーのアクセスに関す

る規制としては、フィルタリングの利用の推進を

行っていくことが重要であることを主張している

（Office of Communications，2008，pp.60-72）。さ

らに、英国インターネットサービス・プロバイダー

協会もまたByron調査の指摘を受けて”Byron 

Review incorporates ISPA’s key recommendations”

においてByronの報告書に賛同する声明を公表し、

有害コンテンツに関する従来の基準及び基準の多様

化についての議論が必要であることを述べている

（ISPA2008）。このように英国では、ややもすれば

感情論で議論が進んでしまう恐れのある青少年のイ

ンターネット利用環境問題に対して、政府による要

請のもと行われた調査研究をもとにエビデンスベー

スの議論が行われ、政府の政策及び民間の取組が行

われていることが特徴である。

　一方、EUではSafer Internet Programの政策の一

環として、EU加盟国におけるインターネット利用

に関する調査が継続的に行われている。2003年、

2004年には子どもを対象とした量的調査が行われ

ている。2005年、2007年にはインターネット利用

に関する質的調査が行われている。さらに2008年

の調査である、Flash Eurobarometer248（2008）

では、ペアレンタルコントロールをテーマに保護者

に対する量的調査が行われているⅸ。これらの調査

研究結果は、Safer Internet Programの施策に反映

されており、情報リテラシー及びモラルの普及啓発

活動を行う国際連携機関である InSafeや、有害情

報に対する国際的なホットラインである INHOPE

の活動のための基礎資料となっている。

　我が国における関連研究としては、宮田（2005）

がインターネット空間におけるコミュニティの社会

関係資本についての研究を行っており、インター

ネットが効率的なバーチャル社会であるためには、

インターネット空間においても社会関係資本を築く

ことが重要であることを指摘しているⅹ。しかしな

がら、多くのオンラインコミュニティサイトは解放

的な場となっており、参加・離脱が容易に行うこと

ができる流動的な空間である。それゆえに、その空

間を悪用したフリーライドが横行する危険性をはら

んでいる。悪意の者によるフリーライドが横行すれ

ば、オンラインコミュニティ空間には社会関係資本

は形成されることはないであろう。このフリーライ

ドの問題を踏まえて、宮田はインターネット空間に

おける社会関係資本の形成のためには、個人レベル

の対応としてメディアリテラシー教育の必要性と、

政府の役割として、この問題に対する支援体制と技

術的な対策の重要性を主張している（宮田，2005，
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pp.188-195）。

　現状青少年のインターネット利用における主たる

問題は、開放的なウェブサイトにおいて生じている。

宮田の主張を踏まえて述べるならば、メディアリテ

ラシー教育の実践は、長期的な政策として政府及び

民間が取組まなければならない課題といえる。一方、

制度の対応としては、現実に起きている諸問題に対

して、早急に民間が主体的に行っていかなければな

らない課題であり、政府はその取組に対して支援し

ていくことが望まれると言えるであろう。しかしな

がら、青少年のインターネット利用における諸問題

に対応するためには、関係企業にコスト負担を強い

ることになる。次の議論では、民間にコスト負担を

しようとするインセンティヴが働き、民間による自

主的な取組が成功するための要因について考察を行

う。

4．自主的取組が機能するための政策的要因
（１）	 青少年インターネット環境整備法の強化の
可能性
　「青少年インターネット環境整備法」には、罰則

規定がないことから、本法に対して「骨抜きの法律」

などと批判の声があがっている。しかしながら、本

法附則抄第3条において、本法施行後の社会の状況

に応じて3年以内に法律の見直しを行うことを規定

している。これは通信事業者にとって利用環境整備

の取組に対する一種の強制力になっていると言え

る。政府による法規制と市場参入企業による自主的

取組を比べた場合に、企業にとって望ましい規制は

民間による自主的取組と言えよう。なぜなら、政府

による法規制は、立法に時間がかかり、変化の早い

市場の要求に柔軟に対応することが困難だからであ

る。さらに強制力の強い規制により企業の経済活動

が制約される懸念もある。

　しかしながら、自主的取組では企業の経済効率性

が重視されることにより、実質的な強制が働かない

という指摘もあるⅺ。自主的取組には強制力に限界

があり、社会的に望ましい規制の強度まで到達しな

い恐れがあると言えよう。もし、3年後の本法の改

正において法の強化により罰則規定および、規制の

範囲が広範囲になった場合は、自主的取組を主とす

る現在の市場よりもより自由度の低い市場になって

しまう可能性があり、各企業にとって望ましくない

状況になるかもしれない。したがって上述の議論か

ら、本法の見直しが間接的な強制力となって、通信

事業者のコスト負担の要因となるかが鍵であろう。

（２）	 利用者を育てる取組の推進
　フィルタリングの性能向上及び普及のためには、

フィルタリングサービス対象者である青少年の保護

者の理解を高めるための啓蒙活動が重要となると言

えよう。なぜならフィルタリングは、青少年にとっ

ては閲覧できたであろうウェブサイトが、閲覧でき

なくなることにつながる好まざる制限であり、フィ

ルタリングの普及には利用する青少年の理解が必要

になるⅻ。しかしながら、閲覧範囲を制限されたく

ない青少年にとっては、フィルタリングを解除した

いという欲求が生じるであろう。もし、フィルタリ

ングを外したい意向があるのであれば、保護者の承

諾が必要となることからⅹⅲ、保護者がフィルタリン

グの必要性を認識していることが重要となってくる

のである。さらに、青少年インターネット環境整備

法の第6条は「保護者の責務」を規定しており、「保

護する青少年について、インターネットの利用の状

況を適切に把握する」とともに、「フィルタリング

ソフトウェアの利用その他の方法によりインター

ネットの利用を適切に管理し、及びその青少年のイ

ンターネットを適切に活用する能力の習得の促進」

に努めなければならないことが規定されている。

　これらのことから、携帯電話を利用する主体であ

る青少年と、青少年を保護管理する保護者のイン
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ターネットの安全に対する意識の向上が必要不可欠

であると言える。総務省の「安心ネットづくり促進

プログラム」では「利用者を育てる取り組の推進」

を行うことが目標とされている（総務省2009b、

p.6）。さらに内閣府の基本計画においても、「青少

年が自立して主体的にインターネットを利用できる

ようにするための教育・啓発の推進」及び「保護者

が青少年のインターネット利用を適切に管理できる

ようにするための啓発活動の実施」を行うことが目

標とされている（内閣府2009、pp.3-4）。これらの

府省の施策と民間の啓発活動が相乗効果を生み、青

少年と保護者の理解を得ることが望まれる。

（３）	 教育機関による取組の推進
　青少年と日々接している教育現場にとって、青少

年のインターネット利用から生じる問題は避けては

通れない重要課題である。文部科学省も、2011年

度までに小中学校において、概ね全ての教員が情報

リテラシー及び情報モラルについての教育ができる

体制を築くことを目標にしている（文部科学省

2009，pp.107-108）。さらに、「青少年インターネッ

ト環境整備法」の第16条においても「その他関係

者の努力義務」として「青少年有害情報フィルタリ

ングソフトウェアの利用の普及のための活動その他

の啓発活動を行うよう努め」なければならないこと

を定めている。このような社会的な要請及び制度的

な要請により、教育現場はそれらの要請に応えてい

かなければならない。

　しかしながら多くの学校教員は、インターネット

の諸問題についての知識が不足しており、実際の教

育活動に不安を抱えていることから、教員の研修及

び情報提供が重要であると言える。一方、石川県で

は、小中学生の児童・生徒をもつ保護者に対し、児

童・生徒に対して携帯電話を所有させないように努

める旨の条例を2010年1月から施行しているⅹⅳ。も

ちろん、携帯電話を持たせないという選択もあるが、

子どもの発達に応じて段階的に適切な利用方法を教

育することは、高度情報化社会で生活するうえで必

要不可欠となる情報リテラシー及び情報モラルを身

に付けることにつながると言える。したがって教育

現場からの社会的要請として、フィルタリングの性

能向上及び普及の要求をしていくことが鍵となる。

（４）	 ウェブ・コンテンツの第三者認定機関の果
たす役割
　フィルタリングの普及のためには、ウェブ・コン

テンツを適切性認定する第三者機関が市場に介在す

ることが望まれる。しかし、これまでのフィルタリ

ングは、青少年にとって有害でないサイトまでフィ

ルタリングの対象となってしまうという問題があ

り、ユーザーである青少年の利益は損ねられ、結果

としてフィルタリングの普及が進まないという自体

を招きかねなかった。このような問題もあり、「青

少年インターネット環境整備法」第20条2項にお

いて「閲覧の制限を行う必要のない情報について閲

覧の制限が行われることをできるだけ少なくする」

ことが規定されたという経緯がある。現在、本法が

施行されたことによりフィルタリングは原則義務化

となっているが、フィルタリングが原則義務化にな

るということは、フィルタリングの基準が社会的に

妥当であり、青少年ユーザーの利益を損ねるもので

あってはならない。

　そのためにも、青少年向けのウェブ・コンテンツ

としての妥当性を認定する第三者機関のモニタリン

グ情報により、フィルタリングソフトウェア開発事

業者及び通信事業者のサービスに反映されること

が、市場で経済活動を行うコンテンツプロバイダ、

フィルタリングソフトウェア開発事業者、携帯電話

会社の事業機会の損失を防ぐことにつながり、ユー

ザーである青少年にとってもウェブ・コンテンツの

利用機会の損失を防ぐことにもつながると言える。
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（５）	 民間の協議体が社会で果たす役割
　安心ネットづくり促進協議会は任意団体であり、

自主的取組を決議する機関ではない。しかしながら、

青少年の適切なインターネット利用のための知見の

集約を行っており、本問題における様々な議論がな

されている。例えば、青少年のSNS利用によって

生ずる可能性のあるいわゆる”ネットいじめ”や福

祉犯罪に対して、サービスを提供する各社がゾーニ

ングⅹⅴ、監視パトロール体制の整備等の危険回避対

策及び、情報モラルに関する教育活動における実践

事例を共有し、社会全体でのSNSの利用環境の整

備を行っている。またフィルタリングサービスにつ

いても通信事業者のフィルタリングサービスの新技

術の機能情報、利用・解約状況や、利用促進活動の

共有が図られており、当然ながらこれらの活動は、

関係各社のサービスに反映されていくことを目的と

している。

　通信事業者がフィルタリングの問題に積極的に取

組むように仕向けるためには、本協議会での議論に

おいてフィルタリングの普及への要請が強まってい

かなければならない。しかし、本協議会は青少年の

インターネット利用に関係するあらゆる立場の組織

の参加を募っているのだが、現状において産業界の

参加が多数を占めており、教育界や消費者団体の参

加か少数となっているⅹⅵ。したがって産業側中心で

議論が進む可能性があると言えよう。したがって、

本協議絵での議論がフィルタリングの普及のために

寄与するには、本協議会の参加団体が分野別にバラ

ンスが取れており、あらゆる立場からの広範な議論

が行われるようになることが重要と言える。

5．おわりに
　以上議論を進めてきたが、自主的取組により、通

信事業者にフィルタリング普及のためのコストを負

担するインセンティヴをどのように与えるかが重要

となる。「青少年インターネット環境整備法」の理

念が自主的取組の推進にあるということは、政府は

最大限企業に対して選択の自由を与えているとも言

える。しかし、民間において協力行動が得られず、

自主的取組による青少年のインターネット利用環境

整備が一向に進まないのであれば、政府の政策の方

向性が罰則規定も含めた法の強化に舵が切られるこ

とが予測される。したがって、本法施行3年後の見

直しは、通信事業者の対応の状況を考慮に入れて行

われるであろう。本問題に関しては、これからの研

究課題として、今後も青少年のインターネット利用

環境整備としての利用者を育てる取組に関する研究

を進めて行きたいと考えている。
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ⅰ他者との社会的な関わりをインターネットの仮想

空間で提供されるウェブ・コンテンツを介して行
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われるサービス。

ⅱユーザーが日記や評論を他のユーザーと双方向で

書き込むことのできるインターネットのウェブ・

コンテンツ。

ⅲユーザーが自分のプロフィールページを作成し、

それに対し他のユーザーからコメントをもらうな

ど双方向的に情報の書き込みができるインター

ネットのウェブ・コンテンツ。

ⅳ出会いを目的とした男女が、異性と出会うために

利用するインターネットのウェブ・コンテンツ。

ⅴ特定の条件に合致するデーターもしくは特定の条

件に合致しないデーターにフィルターをかけ、

ウェブ・ページの閲覧を制限する措置。特に今日

では、青少年が閲覧する場合に不適切と考えられ

るサイトに対して閲覧制限をかけるために用いら

れている。

ⅵマルチメディア振興センター（2008, pp.122）の

調査では、フィルタリングを「利用するつもりは

ない」保護者は30.4%、「利用していないが利用

したい」保護者は36.6%、「利用している」保護

者は33.0%であり、フィルタリングの利用が進

んでいるとは言えない結果がでている。

ⅶ会員数は2010年5月24日時点のものである。

ⅷ青少年のパソコンや携帯電話などのメディアの利

用に対し、保護者が監視したり接続規制をする措

置。

ⅸ本調査では6歳～ 17歳の子どもの保護者を対象

に調査が行われている。この調査において家庭に

おけるフィルタリング導入に関する調査が行われ

ており、家庭で頻繁にインターネットを利用する

保護者のフィルタリング導入率は53%、たまに

利用する保護者は44%であり、まったく利用し

ていない保護者は24%という結果が公表されて

いる。自分では家庭でインターネットを利用しな

い保護者でさえも24%の保護者がフィルタリン

グを導入しているという事実は特記すべき点だと

言えよう。参照 :Flash Eurobarometer248（2008）

p.50

ⅹ宮田（2005,p.71）は「インターネットは強い紐

帯を強化し同質性の高い資源を蓄積するという結

束型社会関係資本と、弱い紐帯を拡大し多様性の

高い資源を保有する橋渡し型社会関係資本のどち

らも形成することが可能である」と述べている。

もちろん限定された参加者による閉鎖的な結束型

のオンラインコミュニティの場合であれば、互い

のために互酬性の意識が働きそこに社会関係資本

が形成される。

ⅺ谷口（2003, pp.51-53）は、フォーマル規制、協

同規制、自主規制について言及ており、自主規制

は持続可能でないという特性から、「自主規制の

内容を順守させる強制装置としての共同規制」が

望ましく、「自主規制だけでは最適な結果が得ら

れないこと」及び執行力が不徹底であることから、

共同規制を行うことの意義について言及してい

る。

ⅻ慶應義塾大学メディアデザイン研究所・デジタル

アーツ（2009, p.5）では、高校生に対して、イ

ンターネットの安全利用に関する授業を行うこと

による、彼らの意識の変化について調査をしてい

る。授業前に高校生にインターネット上での危険

回避のために有益な方法を聞いたところ、54.8%

の高校生が「フィルタリングを利用すること」が

有益な方法であると答えていたが、授業後では

59.7%まで数値が増加しており、このことからも

フィルタリングの対象となる青少年の理解を得る

ことが重要であることが言える。
 本法17条においては、フィルタリングの解除に

ついて「青少年の保護者が、青少年有害情報フィ

ルタリングサービスを利用しない旨の申出をした

場合は、この限りでない」ことを記しており、保
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護者がフィルタリングの解除を申し出た場合は、

解除することができる。

「いしかわ子ども総合条例」第33条の2第3項。 

 年齢によりサイトの閲覧制限を課す技術。

 安心ネットづくり促進協議会の会員の内訳は、産

業側である正会員83団体、賛助会員46団体に対

し、教育・地方自治体・NPOなどから構成され

る特別会員79団体となっており、会員団体の

62%が産業界という構成になっている。


